






















 2-1. 退職給付債務を開示することの影響 
 2-2. 損金不算入の妥当性 
3. 税効果会計の適用効果 
 3-1. 繰延税金資産の資産性 
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 ＜変更前＞ ＜変更後＞ 
１．確定拠出型年金制度   
(1)日本版401k ２社 62社 
(2)中小企業退職金共済 １社 １社 
２．確定給付型年金制度   
(1)適格退職年金 131社 35社 
(2)厚生年金基金 71社 19社 
(3)確定給付企業年金 21社 102社 
３．退職一時金制度   
(1)従業員退職一時金 141社 126社 
(2)役員退職慰労金 102社 52社 
(3) 臨時割増退職金 29社 25社 
４．その他（    ） １社 13社 
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表２．業種別退職給付制度の採用状況 
 日本版401k 確定給付企業年金 従業員退職一時金 
建設 ３社 ６社 ８社 
食品 ４社 ９社 10社 
化学 ９社 16社 14社 
機械 ０社 ５社 4社 
電気機器 ９社 12社 14社 
精密機器 ５社 ３社 ５社 
その他製造 ２社 ５社 ７社 
商業 11社 ５社 16社 
金融･保険 ３社 ４社 ４社 































































401k のみ ８社 ６社 ２社 










401k のみ ９社 ３社 ４社 











































































































































1.重要性大 2.概ね大 3.概ね小 4.重要性小












































































































年金制度       妥当性 １．妥当性あり ２．妥当性なし ３．その他 
日本版 401k のみ ７社 ７社 １社 














































































































































年金制度       資産性 １．資産性あり ２．概ねあり ３．あまりない ４．資産性なし 
日本版 401k のみ ５社 ５社 ４社 １社 























































０．無回答 １．水産・農林 ２．鉱業 ３．建設 ４．食品 ５．繊維 
３社（1.4％） ０社（０％） １社（0.5％） 15 社（6.9％） 18 社（8.3％） ３社（1.4％）
６．パルプ・紙 ７．化学 ８．石油･石炭製品 ９．ゴム製品 10．窯業 11．鉄鋼 
２社（0.9％） 27 社(12.4％) ４社（1.8％） １社（0.5％） ４社（1.8％） ４社（1.8％）
12．非鉄金属 13. 金属製品 14．機械 15．電気機器 16．輸送用機器 17. 精密機器 
７社（3.2％） ３社（1.4％） 12 社（5.5％） 21 社（9.6％） ７社（3.2％） ６社（2.8％）
18．その他製造 19．商業 20．金融・保険 21. 不動産 22．陸運 23．海運 
12 社（5.5％） 23 社（10.6％） ５社（2.3％） ６社（2.8％） ３社（1.4％） １社（0.5％）
24．空運 25. 倉庫･運輸関係 26．通信 27．電気・ガス 28．サービス  
１社（0.5％） ８社（3.7％） ６社（2.8％） ３社（1.4％） 12 社（5.5％）
     合計 218 社 
 
【問２】貴社の直近の売上高(個別財務諸表における直近の年度末)を教えてください。 
               平均 440,144 百万円 
 
【問３】貴社の直近の資本金(個別財務諸表における直近の年度末)を教えてください。 




＜変更前＞   ＜変更後＞   
１．確定拠出型年金制度   １．確定拠出型年金制度   
(1) 日本版 401k ２社  (1) 日本版 401k 62 社  
(2) 中小企業退職金共済 １社  (2) 中小企業退職金共済 １社  
２．確定給付型年金制度   ２．確定給付型年金制度   
(1) 適格退職年金 131 社  (1) 適格退職年金 35 社 平成 23 年に廃止 
(2) 厚生年金基金 71 社  (2) 厚生年金基金 19 社  
(3) 確定給付企業年金 21 社  (3) 確定給付企業年金 102 社  
３．退職一時金制度   ３．退職一時金制度   
(1) 従業員退職一時金 141 社  (1) 従業員退職一時金 126 社  
(2) 役員退職慰労金 102 社  (2) 役員退職慰労金 52 社  
(3) 臨時割増退職金 29 社  (3) 臨時割増退職金 25 社  
４．その他（    ） １社  ４．その他（    ） 13 社  
５．変更なし 35 社     
 
【問５】貴社は、退職給付債務をどのように計算されていますか｡ 
０．無回答 11 社  （5.0％） 
１．社内で、個々の従業員ごとに計算している 50 社 （22.9％） 
２．社内で、勤務年数、残存勤務年数、退職給付見込額等について標準的数値を用いて
合理的に計算している 
16 社  （7.3％） 
３．外注して、個々の従業員ごとに計算している 77 社 （35.3％） 
４．外注して、勤務年数、残存勤務年数、退職給付見込額等について標準的数値を用い
て合理的に計算している 
57 社 （26.1％） 
５．その他 (                                                       ) ７社  （3.2％） 
      計 218 社（100.0％） 
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【問６】退職給付引当金に係る繰延税金資産の額は、貴社にとってどの程度の重要性を有していますか｡ 
０．無回答 ９社 （4.1％） 
１．重要性大 81 社 （37.2％） 
２．重要性概ね大 75 社 （34.4％） 
３．重要性概ね小 29 社 （13.3％） 
４．重要性小 24 社   （11.0） 
計 218 社（100.0％） 
 
【問７】退職給付引当金の予測値と実績値の乖離の度合いはいかがですか。 
１．乖離している 18 社  （8.3％）
２．概ね乖離している 65 社 （29.8％）
３．あまり乖離していない 106 社 （48.6％）
４．乖離していない 14 社  （6.4％）




０．無回答 31 社 （14.2％）
１．運用実績が上がっている ２社  （0.9％）
２．運用実績がおおむね上がっている 44 社 （20.2％）
３．運用実績があまり上がっていない 95 社 （43.6％）





０．無回答 ６社 （2.8％） 
１．将来のキャッシュ・アウトフロ－の減額を当期の資産として計上している 165 社 （75.7％） 
２．将来のキャッシュ・インフロ－の増額を当期の資産として計上している 25 社 （11.5％） 
３．その他（                         ） 22 社 （10.1％） 





１．妥当性がある 117 社 （53.7％）
２．妥当性がない 76 社 （34.9％）





１．財務諸表本体に計上するべきである 25 社 （11.7％）
２．注記による開示で充分である 179 社 （83.6％）






０．無回答 ５社  （2.3％） 
１．大 81 社 （37.2％） 
２．概ね大 87 社 （40.0％） 
３．概ね小 23 社 （14.7％） 
４．小 １３社  （6.0％） 




１．資産性があると考える 88 社 （40.4%）
２．概ね資産性があると考える 82 社 （37.6%）
３．あまり資産性があるとは考えない 34 社 （15.6%）















・FASB, Statement of Financial Accounting Standards No.132 (revised edition), Employer’s Disclosure about Pensions and 
Other Postretirement Benefits, an amendment of FASB Statement No.87, 88 and 106, December 2003. 
・IASB, Discussion Paper, Preliminary Views on Amendments to IASB 19 Employee Benefits, March 2008 
 
（2009 年１月 13 日受理） 
